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入会林野等整備の現状

１ 入会林野等と入会林野近代化法等

○ 入会林野と旧慣使用林野の整備
入会林野等とは、入会林野及び旧慣使用林野のことをいい、

地域の慣習によって薪炭材、かや、草等を採取するために共同
利用されていた山林原野であり、「入会」「村山」「割山」等と

呼ばれていた。戦後、農業生産技術・生活様式の変化により、
従来の利用目的が失われた。

このため、林野庁長官の諮問機関である部落有林野対策協議

会の答申（昭和36年）及び林業基本法（昭和39年）を踏まえて、
権利関係の近代化のための措置を骨子とする「入会林野等に係

る権利関係の近代化の助長に関する法律」（「入会林野近代化法」
という。）が昭和41年に制定された。

（ 参 考 ）

旧 林業基本法

第12条（林業経営の健全な発展）

国は、林業経営を近代化してその健全な発展を図るため、経営

形態の整備、合理的な経営方法の導入、資本整備の増大等必要な

施策を講ずるとともに、小規模林業経営の規模の拡大に資する方

策として、林地の取得の円滑化、分収造林の促進、国有林野につ

いての分収造林契約の締結の推進、入会権に係る林野についての

権利関係の近代化等必要な施策を講ずるものとする。

第 13条（協業の促進）
国は、林業生産の合理化を図って林業経営の発展に資するため、

生産行程についての協業を促進する方策として、森林組合等によ

る森林の施業又は経営の共同事業の発達改善等必要な施策を講ず

るものとする。

○ 入会林野

昔から集落の「きまり」や「おきて」などの慣習に従って、
薪炭材、かや、草等を採取するために使われていた山林原野

であり、その山林原野から使用収益する権利を入会権という。

・民法第263条（共有の性質を有する入会権）

共有の性質を有する入会権については、各地方の慣習に
従うほか、この節の規定を適用する。

・民法第294条（共有の性質を有しない入会権）
共有の性質を有しない入会権については、各地方の慣習

に従うほか、この章の規定を準用する。

○ 旧慣使用林野
市町村や財産区の所有する山林原野のうち、その市町村の

住民の一部だけで旧来の慣習によって使用することが認めら

れている山林原野で、その山林原野から使用収益する権利を
旧慣使用権という。

・地方自治法第238条の６第１号（旧慣による公有財産の使用）

旧来の慣行により市町村の住民中特に公有財産を使用す
る権利を有する者があるときは、その旧慣による。その旧

慣を変更し、又は廃止しようとするときは、市町村の議会

の議決を経なければならない。

（ 参 考 ）

・共有の性質を有する入会権（共有的入会権）とは、
その権利の目的となっている林野地盤の所有権が、その権

利を有する入会集団にある場合の入会権をいう。

・共有の性質を有しない入会権（地役的入会権）とは、
その権利の目的となっている林野地盤の所有権が、その権

利を有する入会集団以外の者にある場合の入会権をいう。
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○ 入会林野の近代化（整備）

入会林野近代化法制定以前に行われていた入会林野等に関す
る施策は、主として森林資源の培養と市町村の基本財産の確立

を目的としたものであった。
これに対し、入会林野近代化法は、入会林野等の農林業上の

利用を増進するため、入会権者等に対し、入会権等に代えて所
有権、地上権等の安定した権利を取得させ、もって農林業経営

の健全な発展に資することを目的としている。

すなわち、入会林野の近代化とは、権利関係を近代法上も実
質上も個人の権利として明確化し、その上で農林業経営の合理

化を図ることにある。

○ 入会林野近代化法の制定の経緯

【入会林野、旧慣使用林野】

地域の慣習により、共同利用されてきた山林原野

↓

薪炭材、かやの採取、採草、放牧等

戦後、山村における農業生産技術及び生活様式の変化

・燃料 （薪炭材 → 石油系燃料）

・屋根葺材料 （かや → 瓦、スレート）

・農耕手段 （牛馬 → 農業用機械）

・農業用肥料 （草 → 化学肥料）

・農業用飼料 （草 → 配合飼料）

・農山村からの人口流出

利用目的が失われ、大部分は粗放状態になる

国土の有効利用に対する要請

農林業経営の活用に対する地域からの強い要請

新たな土地利用への転換が必要

しかし、① 入会権等は、慣習上の権利であるため、登記

できず、実質の土地所有者が不明確であること

② 入会林野等は、総有的所有関係の下にあるた

め、個人による処分利用が制限されること

から、現状のままでは新たな土地利用が著しく困難

権利関係の明確化

入会権を消滅させ所有権等へ転換

「入会林野等に係る権利関係の近代化の助長に関する法律」

の制定（昭和41年7月9日法律第126号）

土地の有効利用

農林業経営の健全な発展
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２ 入会林野等整備の状況

（１）入会林野近代化法制定当時は、185万ha存在した入会林野等は、

自主整備を含め89万ha整備されている。
その結果、96万haの面積が残存していることとなっているが、

令和元年度に実施した調査（整備意思確認調査）で確認された入
会林野等の残面積は45万haとなっている。

（【内訳】整備着手中面積：10万ha、整備未着手面積：35万ha）

（２）これまでの入会林野近代化法に基づく整備実績は、都道府県

が作成する「入会林野等整備計画」に沿って整備を進めてきた
結果、昭和42年から令和２年度までに58万ha（6,766件）が整備

された。
内訳は、第１期整備計画では、32万ha、第２期整備計画で18

万ha、第３期整備計画で５万ha、第４期整備計画で２万ha、第

５期整備計画で0.5万ha、第６期整備計画で0.4万haとなってお
り、昭和49年度の５万３千ha（514件）をピークに減少している。

近年は、認可の件数も数件程度に留まっており、減少が顕著
となっている。

なお、入会林野等整備計画は、第４期までは10年間を一期間
としてきたが、第５期からは、効果的な検証を行うため、５年

間を一期として整備を進めている。

○ 入会林野面積（185万ha）の規模別（10ha以上）の内訳

(単位:千ha）

区分 総数 10～50ha 50～100ha 100～200ha 200ha以上

山 林 1,416 301 196 209 710
原 野 430 91 59 64 216

計 1,846 392 255 273 926

割合(%) 100 21 14 15 50

注）1 「山林」は、1960年世界農林業センサスによる。

2 「原野」は、昭和30年公有林野調査による。

（参考）

慣行共有面積（全体） 1,579,737ha

原野（全体） 451,280ha

計 2,031,017ha

○ 入会林野等の整備状況（期別）

整備計画期別 近代化法に基づく整備 自主整備 計

（年度） 件数 面積(万ha) % 面積(万ha) 面積(万ha) %

第１期（S42～51) 3,365 32 55 28 60 67

第２期（S52～61) 2,224 18 31 1 19 21

第３期（S62～H8) 747 5 8 0 5 6
第４期（H9～H18) 273 2 3 2 4 4

第５期（H19～23) 67 0.5 1 不明 0.5 1
第６期（H24～28) 45 0.4 1 不明 0.4 0

小計 6,721 58 31 89

第７期（H29～R3) 45 0.3 1 不明 0.3 0

計 6,766 58 100 31 89 100
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（３）第１期及び第２期整備計画（S42～S61）における整備面積の

合計は、50万haとなっており、整備実績全体の86％を占めてい
る。昭和62年度からは漸減傾向が続いており、直近の過去10年

間では整備面積が千haにも満たない年度もあり、低調となって
いる。

原因としては、入会集団の世代交代による後継者不足、林業
不振、整備後の経営形態の一つである生産森林組合の経営の悪

化等による入会林野整備への意欲の弱まり等が考えられる。

（参考）
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面積（千ha）

年 度

入会林野等に係る権利関係の近代化の助長に関する法律に基づく
整備面積の推移

○ 年度別整備実績
１件当たり
面積（ha )

42 9 13 3,560 274
43 109 229 23,631 103
44 167 304 26,385 87
45 197 344 35,579 103
46 211 408 33,832 83
47 250 443 42,515 96
48 239 403 42,675 106
49 263 514 52,663 102
50 217 336 29,514 88
51 239 371 30,039 81
52 239 299 32,412 108
53 156 243 21,793 90
54 150 220 20,619 94
55 169 244 20,617 84
56 155 215 15,515 72
57 197 285 22,200 78
58 156 214 12,495 58
59 122 183 13,289 73
60 116 152 10,902 72
61 133 169 13,140 78
62 99 125 8,142 65
63 92 109 5,773 53
元 89 102 7,066 69
2 68 73 4,044 55
3 56 63 5,295 84
4 54 62 3,418 55
5 54 66 5,211 79
6 35 41 3,255 79
7 42 51 2,687 53
8 41 55 4,006 73
9 35 39 3,074 79
10 35 38 2,325 61
11 28 29 2,737 94
12 24 25 1,158 46
13 23 25 1,103 44
14 22 26 1,763 68
15 28 28 2,602 93
16 20 21 1,229 59
17 16 20 1,429 71
18 19 22 2,154 98
19 13 17 1,757 103
20 9 10 572 57
21 11 15 950 63
22 7 13 396 30
23 9 12 1,085 90
24 8 12 1,813 151
25 1 1 212 212
26 5 7 510 73
27 9 17 974 57
28 6 8 624 78
29 8 11 379 34
30 6 10 545 55
元 8 13 864 66
2 8 11 1,353 123
3

計 4,482 6,766 583,880
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（４）整備後の経営形態は、協業経営に移行したものと共有経営に

移行したものを合わせると、面積比で約60％を占めており、残
り約40％が個別経営となっている。

協業経営の具体的な形態では、生産森林組合が全体の52％を
占め、入会林野整備後の受け皿となっている。

一般に、整備の方向としては、整備前の土地利用形態が整備
後の経営形態に大きく影響し、共同・直轄利用していたものが

協同経営へ、分割利用していたものが個別経営へ移行する傾向

が強く、近年では個別経営の割合が増加する傾向にあるが、こ
れは、個人の私的土地所有意識の強まりや生産森林組合の経営

悪化によるものと考えられる。

○ 整備後の経営形態の内訳（令和２年度末累計）

○ 整備期別の経営形態別整備面積（昭和42～令和２年度）
（単位：上段〔面積：千ha〕、下段〔比率：％〕）

整備期 法人協業経営＋共有経営 個別経営 合計

（期間） 法人協業経営 共有経営 計

生産森林組合 農事組合法人等 計

第1期整備実績 188 3 191 13 204 116 320

（S42～S51） 59% 1% 60% 4% 64% 36% 100%

第2期整備実績 90 3 92 12 104 79 183

（S52～S61） 49% 1% 50% 6% 57% 43% 100%

第3期整備実績 18 0.3 18 4 23 26 49

（S62～H8） 37% 1% 37% 8% 46% 54% 100%

第4期整備実績 5 0.7 5 2 7 13 20

（H9～H18） 25% 3% 28% 8% 36% 64% 100%

第5期整備実績 0.8 0 0.8 0.6 1 3 5

（H19～H23） 18% - 18% 13% 31% 69% 100%

第6期整備実績 0.3 0 0.3 2 2 2 4

（H24～H28） 8% - 8% 43% 51% 49% 100%

第7期整備実績 0.7 0 0.7 0.2 1 2 3
（H29～R3） 23％ - 23％ 6％ 29% 71% 100%

計 303 6 309 34 342 241 584
52% 1% 53% 6% 59% 41% 100%

区　　　　　分

162,871 477,403 583,893 3.6 100.0 100.0

計 3,152 272,887 310,152 98.4 57.2 53.1

生産森林組合 3,045 266,308 302,798 99.4 55.8 51.9

農事組合法人 95 5,911 5,914 62.3 1.2 1.0

その他法人 12 668 1,440 120.0 0.1 0.2

1,257 46,054 32,264 25.7 9.6 5.5

158,462 158,462 241,477 1.5 33.2 41.4

 （注）１．法人形態による協業経営の「その他法人」は一般社団法人、有限会社及び株式会社である。

　　　２．同一の権利者が複数の経営体の構成員となることがあるので、構成員数は権利取得者と一致しない。

共　有　経　営

個　別　経　営

総　　　　　数

法
人
協
業
経
営

実　　　　　　　数 比　　　率

経営体数
構成員数

(人)
面積（ha）

経営体当た
り面積
（ha）

構成員(％) 面積（％）
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３ 入会林野等整備後の状況

（１）入会林野等の整備後は、人工林として整備されたものが46％

となっており、面積別では98％が林業目的、２％が農業目的で
利用されている。

（２）生産森林組合は、2,765組合（R2.3.31現在）が設立登記され

ているが、入会林野近代化法に基づき整備された組合は、1,653

（約８割：調査票提出組合数2,067組合中）あり、入会林野等を
整備し協業経営を行うために設立した組合が多く存在する。

令和元年度の森林組合統計によると、事業損益で利益を計上
している組合が252（14%）、損失を計上している組合が1,512（8

6%）となっており、入会林野近代化法を契機に設立された生産
森林組合においても経営上厳しい状況にあることが想像される。

○ 人工林率

区 分 昭和42年 平成11年 平成28年

人工林率（平均） 29％ 46％ 46％

注）1 「昭和42年」は法制定当時の入会林野未整備地の人工林率（1960年農

林業センサスによる。）

2 「平成11年」は整備後の入会林野の人工林率（業務調査による。）

3 「平成28年」は民有林全体の人工林率（森林・林業統計要覧による）

○ 整備後の利用目的別
区分 林業 農業 その他 合計

令和2年度末累計面積 571千ha 11千ha 2千ha 584千ha
（比率） （97.8%） （1.9%） （0.3%） （100%）

○ 生産森林組合の経営状況

〔事業損益〕

事業損失計上 事業利益計上 計

1,512組合 252組合 1,764組合

（86%） （14%) （100%）

平均▲99 万円 平均128万円 平均▲66万円

〔経常利益〕

経常損失計上 経常利益計上 計

907組合 881組合 1,788組合
（51%） （49%） （100%）

平均▲41万円 平均104 万円 平均31万円

〔当期剰余金〕
当期欠損金計上 当期剰余金計上 計

1,086組合 700組合 1,786組合

（61%） （39%） （100%）

平均▲35万円 平均118万円 平均25万円

注）1 資料は、林野庁「令和元年度森林組合統計」

2 調査票に回答のあった組合についての数値
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４ 入会林野等整備の評価

（１）整備の対象面積の近代化法制定時の185万haに対して、第１期

から第７期整備計画（R２まで）で、近代化法に基づく整備58万
ha、自主整備31万ha、合計89万haを整備。

（２）平成３年度から平成５年度にかけて全県を対象に行った「入

会林野等整備現況調査」の調査結果で、入会林野等面積のうち、

50万haは不明分として確認し、平成９年度から不明分を整備対
象外として実施している。

したがって、整備残面積の96万haから不明分及びその他を除
いた45万haが整備対象となる。

（３）整備対象の45万haについて、令和元年の整備意思確認調査に

よると次のとおり。

・ 整備着手分は、10万ha（1,188集団）あるが、入会権者の確

認や合意形成が困難、整備意思がない等の理由により打切った
打ち切った（予定）ものが8万ha（977集団）ある。

・ 整備未着手分の35万ha（7,065集団）のうち、整備意思があ

る集団数は47（面積0.5万ha）。
整備意思が無い集団数は6,969（面積34万ha）、その主な理由

として、権利者不明・複雑化、現状のままで十分管理されてい

る等があげられている。

・ 整備着手分のうち継続中のもの２万ha（211集団）や、整備
未着手分のうちの整備意思があるもの0.5万ha（48集団）につ

いては、整備が進展する可能性が見込まれるといえるが、課題
として、入会権者の合意形成や境界確定があげられる。

（４）今後、これらの整備が期待できるものについては、森林経営
管理制度の活用等も含め課題の解決に向けた取組を進めていく

必要がある。

○ 入会林野等整備意思状況（直近５年）（毎年12月1日現在）

集団数 面積（千ha） 集団数 面積（千ha） 集団数 面積（千ha） 集団数 面積（千ha） 集団数 面積（千ha）

整備着手分 1,202 100 1,207 100 1,202 100 1,193 98 1,188 98

継続 246 24 222 20 232 23 221 22 211 21

打切（予定） 956 76 985 80 970 77 972 77 977 76

整備未着手分 7,070 354 7,074 353 7,074 354 7,065 353 7,065 353

整備意思　有 81 10 83 8 54 5 48 5 47 5

整備意思　無 6,987 344 6,942 341 6,971 344 6,968 343 6,969 344

その他（不明分等） 2 1 49 5 49 5 49 5 49 5

計 8,272 454 8,281 453 8,276 454 8,258 451 8,253 451

R元年H27年 H28年 H29年 H30年




